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種　別 (単位)

成果指標

事務事業コスト

(単位：千円)

受給者区内定着率

指標の名称

7,497

147,645

174,981

　決算額　　(単位：千円) 166,880

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

8,101

0

166,880

40

0

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

財源項目

(単位：千円)

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

今後の方向性

既受給者世帯に対する支援業務を今後も効率的に行っていく。効率性

1

手段の適切性

前年度から
改善した事項

　一般財源（区負担額） 174,941

315

0 0

173,097

更新処理の際に、既受給者世帯に対して区内居住に関するアンケート調査を実施し、今後の住宅施策の検討資料と
して活用した。

目的達成度 3

必要性

154,231

30

[終了予定]

なし

事業NO.

 [小　　柱]

〔法令等名〕

一定の居住水準以上の区内の民間賃貸住宅に居住するファミリー世帯に対し、収入に基づき算出する基準家賃と実際の家
賃との差額に応じて月額5,000円～15,000円を、また、扶養・同居する子どもの人数に応じ加算金がつき、最長10年度間支援
する。（新規募集は平成24年度に終了）

％

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

１８歳未満の子どもを扶養し、且つ同居する区内在住のファミリー世帯

２４年度２３年度
目標値

（２７年度）

78.0

173,127 154,546

　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

71.4

事業目的

根拠法令等

事業対象

委託内容

事業内容

委託の有無

補助金の有無

活動指標

（３）住宅と住環境整備の推進

なし

東京都台東区ファミリー世帯家賃支援制度（加算型）実施要綱

　

73.2

２５年度

　

区内の民間賃貸住宅に居住するファミリー世帯に対し家賃支援を行い、負担を軽減し区内定住を促進する。

73.6

平成２６年度　事務事業評価シート

事務事業名 ファミリー世帯家賃支援 所
管

都市づくり部

年度

年度

事
務
事
業
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概
要

行政計画

　

住宅課

長期総合
計画体系

 [基本目標]

[事業開始]

計画事業名
事業の開始・終了年度

① 定住まちづくりの推進[30]

要綱

なし

[評価の理由]（区民生活への影響を十分考慮すること）

平成２４年度に新規募集は終了したが、既受給者世帯に対する支援業務を、事業終了まで引
き続き適切に行っていく。また、区民からの事業終了等に対する問い合わせには、丁寧に説明
を行っていく。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

台東区の人口は１８万人規模となり、ファミリー世帯も増加したことから、定住施策としての本事業の目的は
達成した。今後は、継続的に区内居住を推進するための施策の検討が必要である。

維持

評
価
結
果

過去１０年間の受給者区内定着率は７割を超えており、定住促進に一定の効果がみられる。

4 事業終了まで、適切な支援業務を継続的に行っていく。


